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平成２７年度 予算案の概要 

（厚生労働省医政局） 
 
 
平成２７年度 予 算 案（A）      １，９０８億４千６百万円  

うち、東日本大震災復興特別会計         １７２億３千万円 
平成２６年度 補正予算（B）        ２８０億２千１百万円 
（ Ａ ） ＋ （ Ｂ ） ＝     ２，１８８億６千７百万円 
 
平成２６年度 当初予算額        １，８５１億３千１百万円 
（A）との差引増減額       ５７億１千５百万円（１０３．１％） 

（A）＋（B）との差引増減額      ３３７億３千６百万円（１１８．２％）  
（注） 上記計数には、厚生労働科学研究費補助金等は含まない。  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
地域医療介護総合確保基金（医療分）による医療介護提供体制改革 

公費９０３．７億円（国：６０２．４億円、地方：３０１．２億円）  
※ 都道府県は、別途、厚生労働省予算案に計上されている、地域医療介護総合確保基金（介護分）

（公費７２４．２億円（国：４８２．８億円、地方：２４１．４億円）を合わせて活用し、医療介護

提供体制の改革を実施。 
 
地域医療確保対策の推進                    １４．４億円 
  ・医療事故調査制度の実施                       ５．４億円 

・専門医認定支援事業                         ３．０億円 

  ・8020運動・口腔保健推進事業                     ２．５億円 

  ・チーム医療の推進（特定行為にかかる看護師の研修制度の実施に向けた取組）    ２．７億円  等 

                      
救急医療、周産期医療などの体制整備                            ８２．６億円  
  ・ドクターヘリの導入促進                      ５０．１億円 

  ・災害派遣医療チーム（DMAT）体制整備事業               １．７億円  等 

 
医療分野の研究開発の促進及び医療関連産業の活性化        ３７．６億円  
（１）医療分野の研究開発の促進                          ３２．１億円 
  ・臨床研究品質確保体制整備事業                 １４．５億円 
  ・国立高度専門医療研究センターにおける治験・臨床研究の推進    ４．９億円  
（２）医療の国際展開の推進                          ５．５億円  等 

 
東日本大震災からの復興への支援（復興特会）                  １７２．３億円  
  ・被災地域における地域医療の再生支援               １７２．３億円 

平成27年度 厚生労働省医政局 予算案の主要施策 
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女性の活躍推進・子育て支援                  ３０．０億円 
  ・小児・周産期医療の充実のための医療機器等の整備          ３０．０億円 

                      
安全で良質な医療サービスの提供等                            ４１．６億円   
  ・電子カルテデータ標準化等のためのIT基盤の構築           １３．０億円 

・臨床効果データベースの整備                     ２．２億円 

  ・再生医療実用化研究実施拠点の整備                  ２．９億円 

  ・臨床研究の推進のための医療機器等の整備               ８．３億円 

  ・治験・臨床研究推進事業等の実施                  １５．０億円   

  ・地域医療構想策定支援ソフトの作成                  ０．２億円 

 
災害復旧・復興加速化など災害・危機等への対応        ２０８．７億円  
（１）医療施設等の防災対策の推進                         ２０６．９億円 
  ・有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業          １９１．９億円 
  ・医療施設等耐震整備事業                    １５．０億円  
（２）院内感染対策施設整備事業                        １．８億円   
 

平成26年度 厚生労働省医政局 補正予算の各施策 
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主要施策  

Ⅰ．地域医療介護総合確保基金による医療介護提供体制改革 

高度急性期から在宅医療・介護までの一連のサービスを地域において総合的に確保す

るための取組を推進する。 

平成26年６月に成立した医療介護総合確保推進法に基づき、各都道府県に設置し

た地域医療介護総合確保基金を活用し、病床の機能分化・連携に必要な基盤整備、

在宅医療の推進、医療従事者等の確保・養成に必要な事業を支援する。 

公費９０，３６６百万円（国：６０，２４４百万円、地方：３０，１２２百万円） 

※消費税率引き上げによる増収分を充当 

 

 

（参考）【対象事業】 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業                           

急性期病床から回復期病床への転換等、地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及

び連携等について実効性のあるものとするため、医療機関が実施する施設・設備整備に対す

る助成を行う事業。 

 

②居宅等における医療の提供に関する事業            

地域包括ケアシステムの構築を図るため、在宅医療の実施に係る拠点の整備や連携体制を

確保するための支援等、在宅における医療を提供する体制の整備に対する助成を行う事業。 

 

③医療従事者の確保に関する事業                        

医師等の偏在の解消、医療機関の勤務環境の改善、チーム医療の推進等の事業に助成するこ

とにより、医師、看護師等の地域に必要な質の高い医療従事者の確保・養成を推進する事業。 
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Ⅱ．地域医療確保対策の推進 

できる限り住み慣れた地域で、その人にとって適切な医療サービスが受けられる社会

の実現に向け、医療提供体制の整備のための取組を推進する。 

 

１ 地域医療構想作成のための研修の実施                   １１百万円 

都道府県が実効性のある地域医療構想（ビジョン）を作成できるよう都道府県

庁において全体を統括する者等を対象とした研修を実施する。【新規】 

 

【26年度補正予算】 

○地域医療構想策定支援ソフトの作成              １９百万円 

都道府県が取り組む地域医療構想策定を進めるため、平成37年時点の医療機

能別の必要な病床数の推計業務を支援するソフトを作成・配布し、医療機能の

分化・連携を推進する。  

 

２ 女性医師が働きやすい環境の整備                       ２１百万円 

女性医師がキャリアと家庭を両立できるよう、女性医師支援の先駆的な取組を

行う医療機関を「女性医師キャリア支援モデル推進医療機関」に位置づけ、「効果

的支援策モデル」の普及啓発活動を行うなど、女性医師が働きやすい環境を整備

する。【新規】 

 

３ 専門医に関する新たな仕組みの構築に向けた支援            ３０４百万円 

医師の質の一層の向上を図ることなどを目的とする専門医に関する新たな仕組

みが円滑に構築されるよう、総合診療専門医や小児科、救急等の専門医で地域医

療に配慮した養成プログラムの作成支援等を行う。 

 

４ 歯科保健医療対策の推進                            ２５１百万円 

地域住民の歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持を推進させる観点におい

て、 

① 地域の実情に応じた総合的な歯科保健医療施策を進めるための体制確

保、歯科保健医療サービスの提供が困難な障害者等への対応やそれを担

う人材の育成、医科・歯科連携の取り組みに対する安全性や効果等の普

及、歯科疾患予防及び調査研究の推進 
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② 地域の実情に応じた8020運動（80歳になっても自分の歯を20本以上

保つことを目標）の推進 

を図り、歯科口腔保健の推進に関する施策を実施する。 

 

５ 
チーム医療の推進（特定行為に係る看護師の研修制度の実施に向けた取組） 

                                            ２６８百万円 

特定行為に係る看護師の研修制度の実施に向け、指定研修機関の確保、指定研

修修了者の計画的な養成、指導者育成に対する支援等を行う。【一部新規】 

 

６ 医療事故調査制度の実施                           ５３９百万円 

医療事故調査結果を収集・分析し、再発防止のための普及啓発等を行うことに

より医療の安全の確保に資する民間の第三者機関（医療事故調査・支援センター）

の運営等に必要な経費を支援する。【新規】 

 

７ 在宅医療提供体制の整備                            １１百万円 

地域での在宅医療にかかる研修会を支えるため、専門知識や経験を豊富に備え

た講師人材を養成し、地域に紹介するなどの取組により、地域の在宅医療推進の

ための取組を支援する。【新規】 

 

８ 
患者の意思を尊重した人生の最終段階における医療の実現に向けた取組 

３２百万円 

患者の意思を尊重した人生の最終段階における医療を実現するために、医療機

関における人生の最終段階における医療に関する相談員の配置等に必要な支援を

行うとともに、相談事例の情報を収集・解析し、適切な体制の構築に活用する。 
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Ⅲ．救急医療、周産期医療などの体制整備 

救急、周産期などの医療提供体制を再建し、安心して暮らすことのできる社会を実

現する。 

 

１ 
救急医療体制の整備 

４１７百万円及び医療提供体制推進事業費補助金１３，４３４百万円の内数 

・ 救急医療体制の整備を図るため、重篤な救急患者を 24 時間体制で受け入れる

救命救急センターなどへ財政支援を行う。 

・ 地域の救急医療体制を構築する役割を担うメディカルコントロール協議会連絡

協議会の開催や救急救命士が行う救急救命処置に関する迅速な検討等に必要な

経費の支援を行う。【新規】 

 

【26年度補正予算】 

○院内感染対策施設整備事業                １７９百万円 

様々な院内感染症に適切に対応するため、病院の個室化及び個室の空調設備の

整備を促進し、院内感染の拡大防止を図る。  

 

２ 
ドクターヘリの導入促進                          ５，０１４百万円 

※７百万円及び医療提供体制推進事業費補助金１３，４３４百万円の内数 

地域において必要な救急医療が適時適切に提供できる体制の構築を目指し、早

期の治療開始、迅速な搬送を可能とするドクターヘリの運航体制を拡充する。 

  

３ 
周産期医療体制の整備                       

７５百万円及び医療提供体制推進事業費補助金１３，４３４百万円の内数 

地域で安心して産み育てることのできる医療の確保を図るため、総合周産期母

子医療センターやそれを支える地域周産期母子医療センターの新生児集中治療管

理室（NICU）、母体・胎児集中治療室（MFICU）等へ必要な支援を行う。 

 

【26年度補正予算】 

○小児・周産期医療の充実のための医療機器等の整備    ３，０００百万円 

小児医療施設及び周産期医療施設の医療機器等の整備に対する補助を行い、地

域で安心して子どもを産み育てることができる医療等の確保を図る。 
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４ へき地保健医療対策の推進                           １，９６０百万円 

へき地・離島での医療提供体制の確保を図るため、総合的な企画・調整を行う

へき地医療支援機構の運営や、へき地診療所への代診医の派遣、無医地区等で巡

回診療を行うへき地医療拠点病院の運営等について必要な支援を行う。 

 

５ 
災害医療体制の充実                              ７９７百万円 

※251 百万円及び国立病院機構運営費交付金 16,550 百万円の内数 

・ 災害派遣医療チーム（DMAT）の派遣調整等を行うDMAT事務局の強化、DMATに関

する研修等を実施することにより災害医療体制の充実を図る。 

・ 国立病院機構において、災害時の医療を確実に実施するために、初動医療班の

派遣体制の整備等を行い、災害医療体制の強化・充実を図る。【新規】 

 

【26年度補正予算】 

○医療施設等の防災対策の推進             ２０，６９０百万円 

医療施設等における防災対策を推進するため、有床診療所等におけるスプリン

クラー等の設置及び災害拠点病院、看護師・准看護師等の養成所等の耐震化に要

する費用に対して補助を行う。  
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Ⅳ．医療分野の研究開発の促進及び医療関連産業の活性化 

医療分野の研究開発を促進することなどにより革新的な医薬品・医療機器の実用化を

推進し、あわせて医療関連産業の活性化を図る。 

 

１ 質の高い臨床研究の推進                         ２，８３８百万円 

・ 革新的な医薬品等を実用化するための研究を推進するとともに、他の医療機関

に対する研究支援体制を整備し、医薬品等の実用化に繋がるシーズ数の増加や実

用化までのスピードアップを図るため、引き続き臨床研究体制の強化を行う。 

・ 日本の豊富な基礎研究の成果から革新的な医薬品・医療機器を創出するため、

医療法に基づく臨床研究中核病院における臨床研究の安全性の確保を図るとと

もに、他施設に対する支援体制を構築する。【新規】 

・ 質の高い臨床研究を実施できる人材を育成するため、臨床研究コーディネータ

ーやデータマネージャー等の研修を実施する。 

【26年度補正予算】 

○臨床研究の推進のための医療機器等の整備          ８３１百万円 

世界に先駆けた革新的な医薬品・医療機器を創出するため、臨床研究品質確保

体制整備病院及び早期・探索的臨床試験拠点に十分な設備等を整備する。 

 

【26年度補正予算】 

○臨床効果データベース整備事業               ２１５百万円 

日々の診療行為及びアウトカムデータ（診療行為の効果）を一元的に蓄積・分

析・活用するための情報基盤を整備する関係学会等の取組を支援する。  

  

２ 再生医療の実用化の促進                            １３３百万円 

再生医療等安全性確保法に基づき、再生医療等の安全性を十分に確保しつつ実

用化を促進するため、再生医療等提供計画の審査や細胞培養加工施設の調査に必

要な体制等を整備する。 
   ※このほか、地方厚生局における再生医療等提供計画の届出受理業務等として大臣官房地方課に  

１５百万円計上 

 

【26年度補正予算】 

○再生医療実用化研究実施拠点整備事業            ２９０百万円 

再生医療の実用化を促進するため、再生医療の提供機関間の連携を図り、研

究成果を集約する拠点として「再生医療実用化研究実施拠点」を整備する。 
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３ 国立高度専門医療研究センターにおける治験・臨床研究の推進   ４９０百万円 

医療分野の研究開発成果の実用化に向けて、国立高度専門医療研究センターを

疾病群ごとの症例を集積した治験・臨床研究ネットワークの拠点に位置づけ、企

業等のニーズを積極的に把握し、一元的に治験・臨床研究を管理することで企業

等の負担を減額し、治験・臨床研究を推進する仕組みを構築する。       

【新規】 

特に症例が集積しづらい疾患などについて、国立高度専門医療研究センターが

一元的に患者情報を収集することによって治験等にかかる企業等の費用及び時

間的負担を削減し、我が国発の治療薬開発を加速化させるための設備等を整備す

る。 

 

４ 新たな医薬品・医療機器開発の促進                      ８１百万円 

・ 医療機器の研究開発の経験が豊富な医療機関で、医療機器を開発する企業の人

材を受け入れ、市場性を見据えた製品設計の方法に関する研修等を実施すること

により、開発人材の育成や国内外の医療ニーズを満たす開発を推進する。 

・ 保険適用希望書提出の窓口となる職員を地方に定期的に派遣し、医薬品・医療

機器開発企業や研究機関を対象として保険適用に関する相談会を現地で開催す

る。【新規】 

 

５ 医療の国際展開の推進                             ５５０百万円 

・ 医療・保健分野における協力覚書を結んだ１０箇国を中心として、医師・看護

師等の人材育成や公的医療保険制度整備の支援を行うため、我が国の医療政策に

関する有識者や医師等医療従事者の諸外国への派遣、諸外国からの研修生の受入

れを国立国際医療研究センターを拠点として実施する。【新規】 

・ 日本で承認された医薬品・医療機器の諸外国での許認可を迅速化・簡素化す

るため、海外展開している日系企業及び当該国での課題等の把握並びに保健省

等との協議・交渉を行う。 

・ 外国人が安心・安全に日本の医療サービスを受けられるよう、医療通訳等が配

置されたモデル拠点の整備、外国人患者受入れ医療機関認証制度の周知を図るな

ど、外国人患者受入体制の充実を図る。 

【26年度補正予算】 

○治験・臨床研究推進事業等の実施             １，５００百万円 
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６ 後発医薬品の使用促進                               １５３百万円 

・ 患者や医療関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、品質・

安定供給の確保、情報提供の充実や普及啓発等による環境整備に関する事業、「後

発医薬品のさらなる使用促進のためのロードマップ」のモニタリング等を引き続

き実施する。 

・ 医療関係者が後発医薬品を選定する際に必要な、後発医薬品メーカーの安定供

給体制や情報提供体制等に関する情報を収集する業務について支援する仕組み

を構築する。【新規】 
      ※この他、「後発医薬品利用差額通知」の送付等の取組等として保険局等に428百万円計上 
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Ⅴ．各種施策 

１ 
国立高度専門医療研究センター及び国立病院機構における政策医療等の実施 

４３，１８８百万円 

全国的な政策医療ネットワークを活用し、がん、循環器病等に関する高度

先駆的医療、臨床研究、教育研修、情報発信等を推進する。        

【一部再掲】 

 

【26年度補正予算】 

○電子カルテデータ標準化等のためのIT基盤の構築    １，２９８百万円 

ICT を活用した地域医療連携の更なる推進を図るため、（独）国立病院機構に

おいて電子カルテ情報の標準化等を行う。 

 

２ 国立ハンセン病療養所の充実                       ３２，２４０百万円 

入所者に対する療養体制の充実を図るとともに、居住者棟等の更新築整備

を行う。 

 

３ 
経済連携協定などの円滑な実施 

１６５百万円及び医療提供体制推進事業費補助金１３，４３４百万円の内数 

経済連携協定などに基づく外国人看護師候補者について、インドネシア及び

フィリピンに加え、平成２６年度よりベトナムからの受け入れを開始したこと

に伴い、その円滑かつ適正な受入れ及び受入れの拡大のため、看護導入研修を

行うとともに、受入施設に対する巡回指導や学習環境の整備、候補者への日本

語や専門知識の学習支援等を行う。 

 

４ 「統合医療」の情報発信に向けた取組                        １１百万円 

「統合医療」の有効性や安全性に関する学術論文等の情報を収集し、それら

の信頼性（エビデンスレベル）の評価を行うために必要な支援を行う。 

 

５ 死因究明の推進                                 １６５百万円 

死因究明等推進計画（平成26年６月13日閣議決定）に基づき、検案する医師

の資質向上や死亡時画像診断の活用を含めた死因究明の充実を図る。      

【一部新規】 
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Ⅵ．東日本大震災からの復興への支援 

被災地域における医療機関の復興に向けた取組を支援する。 

 

１ 被災地域における地域医療の再生支援                １７，２３０百万円 

被災地域における医療提供体制の再構築を図るため、地域医療再生基金を積

み増し、医療機関の復興に向けた取組を支援する。【復興】 
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厚生労働省医政局看護課 

平 成 2 ７ 年 ２ 月 

平成27年度 看護職員関係予算案の概要 
 

 

（１）特定行為研修制度の推進 

① 看護師の特定行為に係る研修機関支援事業費 拡充・一部新規     ２４６百万円 

     指定研修機関の確保や指定研修修了看護師の計画的な養成を図るため、指定研修機関の設

置準備に必要な経費や運営に必要な経費に対する支援を行う。 

② 看護師の特定行為に係る指導者育成事業 新規                   １５百万円 

     指定研修機関や実習施設において効果的な指導ができるよう、指導者育成のための研修を

行う。 

③ 特定行為に係る看護師の研修制度普及促進費 新規               ５百万円 

     医療従事者や国民に対して特定行為研修制度を周知し、理解促進を図る。 
 

（２）看護職員の資質向上推進 

① 看護職員専門分野研修事業                       ２百万円                        

高度な技術を有する認定看護師の養成研修などに対する支援を行う。 

② 看護教員教務主任養成講習会事業 新規               １１百万円                        

看護師等養成所の運営・管理及び教員に対する指導を行うために必要な専門的知識・技

術を修得させることを目的とした、講習会の実施のための支援を行う。 

③ 看護教員養成支援事業（通信制教育）改善経費              ９百万円 

看護教員養成において通信制教育（ｅラーニング）の実施のための支援を行う。 

（１）ナースセンター機能の強化等による復職支援等 

① 中央ナースセンター事業                        ２３３百万円 

求人・求職情報の提供などの潜在看護職員の再就業の促進を図るナースバンク事業や、

看護師等免許保持者の届出制度創設に伴う、効果的な復職支援の実施のためのナースセン

ター機能の強化に対する支援等を行う。 

② 看護職員就業相談員派遣面接相談モデル事業※ 

各都道府県ナースセンターに勤務する就労支援相談員が各都道府県ハローワークと協働

して実施する、求職者の就労相談や求人医療機関との調整などに対する支援を行う。 

（２）看護職員確保対策の総合的推進 

① 看護職員需給見通しに関する検討会                   ３百万円 

    平成28～29年の看護職員の需給見通しを策定するとともに、総合的な看護職員確保対策

などを検討。 

※医療提供体制推進事業費補助金 １３４億円の内数 
・都道府県が行う救急医療対策などの事業をメニュー化 

１．看護職員の資質向上 

２．看護職員の復職支援等 
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②  看護職員確保対策特別事業                     ４４百万円                        

看護職員の離職防止対策をはじめとした総合的な看護職員確保対策に関する取組に対する

支援を行う。 

③ 助産師出向支援導入事業※ 新規              

医療機関における助産師就業の偏在解消や実習施設確保、助産実践能力の向上等を図るた

め、助産師出向や助産師就業の偏在の実態把握等の実施に対する支援を行う。 

（１）経済連携協定（ＥＰＡ）に伴う外国人看護師受入関連事業 

①  外国人看護師受入支援事業・外国人看護師候補者学習支援事業      １６５百万円 

② 外国人看護師候補者就労研修支援事業※  

 

【平成26年度補正予算】 

① 医療施設等耐震整備事業                       １５億円 

   地震発生時において適切な医療提供体制の維持を図ることを目的として、災害拠点病院等

の医療施設や、看護師等養成所の耐震整備に対する支援を行う。 

（１）地域医療介護総合確保基金（医療分） 
公費９０４億円（国６０２億円、地方３０１億円） 

平成26年６月に成立した医療介護総合確保推進法に基づき、各都道府県に設置した地域

医療介護総合確保基金を活用し、病床の機能分化・連携に必要な基盤整備、在宅医療の推

進、医療従事者等の確保・養成に必要な事業を支援する。 

 

（参考）【対象事業】 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業     

急性期病床から回復期病床への転換等、地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び

連携等について実効性のあるものとするため、医療機関が実施する施設・設備整備に対する助

成を行う事業。 

 ②居宅等における医療の提供に関する事業     

地域包括ケアシステムの構築を図るため、在宅医療の実施に係る拠点の整備や連携体制を確

保するための支援等、在宅における医療を提供する体制の整備に対する助成を行う事業。  

③医療従事者の確保に関する事業 

医師等の偏在の解消、医療機関の勤務環境の改善、チーム医療の推進等の事業に助成するこ

とにより、医師、看護師等の地域に必要な質の高い医療従事者の確保・養成を推進する事業。 

３．その他 

４．地域医療介護総合確保基金（医療分）による医療介護提供体制改革 
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（連絡事項） 
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（総務課）

１．医療安全対策について

厚生労働省においては、平成１４年４月に医療安全対策検討会議において取

りまとめた「医療安全推進総合対策」及び平成１５年１２月の「厚生労働大臣

医療事故対策緊急アピール」に基づき、医療安全対策に係る各般の取組みを進

めてきた。

さらに、平成１７年６月に医療安全対策検討会議において、一層の対策の強

化と新たな課題への対応のため 「今後の医療安全対策について」が取りまと、

められ、この報告書に基づき、平成１８年の医療法改正においては、全ての医

療機関に対し医療安全の確保を義務付けるとともに都道府県等が設置する医療

安全支援センターについて同法に規定するなど、総合的な取組みを進めている

ところである。

また、平成２６年６月には、医療事故調査制度を医療法に位置づける内容を

盛り込んだ「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係

法律の整備等に関する法律案」が成立し、平成２７年１０月の施行に向けて準

備を進めているところである。

（１）医療機関における医療安全の確保

医療機関における組織的な医療安全の確保を図るため、平成１９年４月施

行の改正医療法においては、全ての医療機関に対して、安全に関する職員の

研修の実施などを義務付け、その充実強化を図ったところである。

各都道府県等におかれては、医療機関への立入検査等を通じて、管下医療

機関における医療安全の確保について適切な指導をお願いしたい。

（２）医療安全支援センターの設置

医療安全支援センターについては、平成１６年５月に全ての都道府県での

設置を完了しているところであるが、二次医療圏及び保健所設置市区の一部

ではまだ設置されていない状況であるため、早期設置に向けた積極的な取組

みをお願いしたい。

なお、本センター設置に係る経費については、医療に関する相談は地域住

民に身近な事業であること、地方自治体における主体的・自主的な取組みを

推進する必要があることなどから、本センターに係る人件費、基本運営費、

協議会の設置・運営、各種研修の実施、相談事例の収集・情報提供等に係る

経費について、平成１５年度より地方財政措置を講じている。

また、厚生労働省においては、各都道府県等における本センターの設置・

運営が円滑に進められるよう、相談職員等に対する研修、相談事例等の収集

・分析・情報提供などの総合的な支援として 「医療安全支援センター総合、
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支援事業」を引き続き実施することとしており、積極的に活用されたい。

（３）医療安全対策に関する情報の提供

現在、医療事故等の事例に関しては、特定機能病院や大学病院等に対して

日本医療機能評価機構への報告を義務付け、同機構において収集・分析し、

分析結果を提供する事業を行っているところである。

さらに、平成１８年１２月から、同機構において収集された事例のうち、

繰り返し報告されている事例や特に注意が必要な事項について 「医療安全、

情報」として医療機関等に毎月発信しているところである。

これらの情報を各医療機関等が活用し、効果的な取組みがなされるよう、

各都道府県等におかれても、引き続き管下医療機関等への周知をお願いした

い。

（４）医療安全推進週間の実施

（平成２７年度は１１月２２日から１１月２８日までの１週間）

Patient厚生労働大臣提唱の「患者の安全を守るための共同行動 （ＰＳＡ：」

）の一環として、当該週間を中心に、医療安全に関するワークシSafety Action
ョップ等を開催することとしている。

各都道府県等におかれても、引き続き、当該週間に合わせて様々な事業を

実施することにより、関係者の意識啓発を図っていただきたい。

（５）産科医療補償制度について

産科医療補償制度は、安心して産科医療を受けられる環境整備の一環とし

て、

① 分娩に関連して発症した重度脳性麻痺児とその家族の経済的負担を速や

かに補償し、

② 事故原因を分析し、将来の同種事故の防止に資する情報提供を行い、

③ これらにより、紛争の防止・早期解決及び産科医療の質の向上を図る

ことを目的とし、平成２１年１月から （公財）日本医療機能評価機構にお、

いて運営が行われている。

厚生労働省としても、制度創設時から普及啓発や制度加入促進の取組み等

を推進し、その周知を図ってきたところである。

この制度の申請期限は児の満５歳の誕生日であり、期限までに申請がされ

ないことによる補償漏れを防止する観点から、各都道府県等におかれては、

本制度の趣旨を御理解いただき、貴管下医療機関等への周知徹底について、

引き続き御協力を御願いする。

また、本制度の補償対象基準や掛金等について見直しが行われ、平成２７

年１月以降に出生した児より適用されることとなり、平成２６年７月１７日

付事務連絡で周知しているのでご留意お願いする。
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（参考資料）

平成２６年７月１７日付厚生労働省医政局総務課事務連絡

産科医療補償制度案内資料

（６）医療事故調査制度について

本制度は、医療法の「第３章 医療の安全の確保」に位置づけられている

とおり、医療の安全を確保するための措置として、医療事故が発生した医療

機関において院内調査を行い、その調査報告を民間の第三者機関が収集・分

析することで再発防止に繋げるための仕組みである。具体的には、①医療事

（ 、 、故 病院 診療所又は助産所に勤務する医療従事者が提供した医療に起因し

又は起因すると疑われる死亡又は死産であって、当該病院等の管理者が死亡

又は死産を予期しなかったもの）が発生した場合、病院等はあらかじめ遺族

、 、 、に説明し 医療事故調査・支援センターへ報告すること ②病院等において

自ら医療事故調査を実施し、その結果を、あらかじめ遺族へ説明し、医療事

、 、 、故調査・支援センターへ報告すること ③その上で 当該医療事故について

病院等や遺族からの依頼があった場合は、医療事故調査・支援センターが調

査を行うこと、④医療事故調査・支援センターが調査を行った場合、その結

果を遺族や病院等へ報告すること、⑤医療事故調査・支援センターは、院内

調査の結果等を整理・分析し、再発防止に係る普及啓発を行うこととなって

いる。

なお、制度の円滑な施行に向けて、本制度の対象となる医療事故の考え方

や医療事故調査に関する事項などを省令、告示及び運用のためのガイドライ

ンにて定めることとしており、現在、医療事故調査制度の施行に係る検討会

を設置して議論を進めているところであるが、できるだけ早期に関連する省

令・告示・ガイドラインを策定することとしているので、貴管下医療機関等

への周知徹底について、ご協力をお願いしたい。

（参考資料）

医療事故調査制度に関するＱ＆Ａ

医療法（抄）
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２．独立行政法人福祉医療機構（医療貸付事業）について

独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」という。）は、福祉の増進

並びに医療の普及及び向上を目的として、病院、診療所及び介護老人保

健施設等の医療関係施設等に対して、その設置・整備又は経営に必要な

資金を長期・固定・低利な条件で融資する事業等を行っているところで

ある。

平成２７年度医療貸付事業においては、需要動向を踏まえた融資枠と

し、国の政策推進に合わせて所要の貸付条件等の設定等を行うこととし

たので、管下の医療機関等に対する周知方よろしくお願いしたい。

なお、機構の借入申込みについては、従来より、整備を行う施設等を

所管する都道府県知事からの証明書・意見書の提出をお願いしていると

ころであるが、平成２７年度においても引き続きご協力をお願いしたい。

また、機構からの融資を予定しているものについては、予め機構の融

資相談を受け、適切な事業計画を策定するようご指導願いたい。

（１）事業計画

区 分 平成26年度予算 平成27年度予定 対前年度伸率

貸付契約額 １，５３６億円 １，３２１億円 △１４．０％

資金交付額 １，５７５億円 １，４６８億円 △６．８％

（２）平成２６年度補正予算の改正事項

○ 病院、診療所の消防設備の設置義務化に伴う優遇措置

病院、診療所の消防設備（スプリンクラー、自動火災報知機、火

災通報装置）の設置義務化に伴う施設整備について融資率等の優遇

を行う（国や都道府県等の補助対象に限定しない）。

＜貸付限度額＞ 所要額の９０％

＜貸 付 利 率＞ 当初５年間 財政融資資金借入金利▲０．５％

６年目以降 財政融資資金借入金利同率

（３）平成２７年度からの主な改正事項

○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための優遇

措置

病院及び診療所が標記の整備対象事業を実施する場合、融資率等

の優遇を行う（地域医療介護総合確保基金の対象となった事業）。

＜貸付限度額＞ 所要額の９０％

＜貸 付 利 率＞ 財政融資資金借入金利同率（病院、診療所）

＜融 資 率＞ ９０％

-20-



○ 病院、診療所の消防設備の設置義務化に伴う優遇措置

（平成２６年度補正予算と同内容）

（４）持分なし医療法人へ移行する病院等の経営安定化資金

持分なし医療法人へ移行する病院、診療所又は介護老人保険施設

に係る経営安定化資金について、引き続き優遇を行う。

＜貸付限度額＞ ２．５億円

＜償 還 期 間＞ ８年以内（うち据置期間１年以内）

※通常の経営安定化資金との併用不可。

【平成２７年度末まで】

（５）貸付条件の優遇措置

国の政策推進に合わせて所要の貸付条件等の優遇措置を行ってお

り、各事業の詳細、貸付金の算定方法、貸付限度額、償還期間、貸

付金利等については、独立行政法人福祉医療機構において公表して

いるので参考にされたい。

（６）東日本大震災に係る優遇措置

東日本大震災に係る災害復旧資金については、貸付利率を一定期

間無利子とし、融資率を１００％とするなどの優遇を行っていると

ころであるが、平成２７年度においても引き続きこれらの優遇措置

を実施するので管下の医療機関等に対する周知方よろしくお願いし

たい。

◎医療施設の融資のご相談先

東日本地域
医療貸付部医療審査課 TEL ０３－３４３８－９９３７

西日本地域
大阪支店医療審査課 TEL ０６－６２５２－０２１９
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等
）

○
医
療
通
訳
・
外
国
人
向
け
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
等
の
配
置
が
医
療
に
効
果
を
及
ぼ
す
デ
ー
タ
を
一
元
的
に
収
集
、
分
析

＜
報
告
事
項
＞

○
モ
デ
ル
事
業
と
し
て
の
取
組
状
況
、

○
具
体
的
対
応
事
例

○
医
療
通
訳
等
の
効
果
測
定
デ
ー
タ

英
語

ﾎ
ﾟﾙ
ﾄｶ
ﾞﾙ
語

中
国
語

・
医
療
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が

外
国
人
患
者
を
手
助
け

（
受
診
か
ら
支
払
い
ま
で
）

・
通
訳
派
遣
を
マ
ッ
チ
ン
グ

医
療
通
訳
が
外
国
人
患
者
が
受
診
す
る
際
の
医

師
・
看
護
師
・
臨
床
検
査
技
師
や
事
務
局
と
の
会
話

を
通
訳

地
域
ご
と
の
中
核
的
な
拠
点
と
し
て
、

外
国
人
向
け
医
療
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
や
、

複
数
言
語
の
医
療
通
訳
を
設
置
。

周
辺
の
医
療
機
関
の
通
訳
ニ
ー
ズ
に

も
対
応
。

○
モ
デ
ル
事
業
の
実
施
を
通
じ
て
、
地
域
で
自
立
的
に
医
療
通
訳
、
医
療
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
配
置
す
る
た
め
に
は
ど
の
よ
う

な
取
組
が
望
ま
し
い
か
検
討
。

改
訂
成
長
戦
略
テ
ー
マ
１
：
国
民
の
「
健
康
寿
命
」
の
延
伸

ii）
公
的
保
険
外
の
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
活
性
化

④
医
療
・
介
護
の
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
・
ア
ウ
ト
バ
ウ
ン
ド
の
促
進

外
国
人
患
者
が
、
安
心
・
安
全
に
日
本
の
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
医
療
通
訳
等
が
配
置
さ
れ
た
モ
デ
ル
拠
点
の
整
備
を
含
む
医
療
機
関
に
お
け
る
外
国
人
患
者
受
入
体
制

の
充
実
を
図
る
。
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①
申
請

事
務
局

（
日
本
医
療

教
育
財
団
）

⑦
認
証

認
証
審
査
会

（
有
識
者
会
議
）

認
証
・
調
査

③
調
査

認
定
調
査
員

（
サ
ー
ベ
イ
ヤ
ー
）

※
※

②
調
査
依
頼

④

審
査
結
果

取
り
ま
と
め

※
日
本
医
療
機
能
評
価
機
構

又
は

Jo
in

t C
om

m
iss

io
n 

In
te

rn
at

io
na

l （
JC

I）
に
よ
る
認

証
を
受
け
た
医
療
機
関
が
対
象

医
療
機
関
※

⑤
審
議
依
頼

外
国
人
患
者
受
入
れ
医
療
機
関
認
証
制
度
（

H2
4.

7.
9.
～
）

Ja
pa

n 
M

ed
ic

al
 S

er
vi

ce
 A

cc
re

di
ta

tio
n 

fo
r I

nt
er

na
tio

na
l P

at
ie

nt
s

○
国
際
医
療
交
流
の
観
点
か
ら
、
厚
生
労
働
省
で
は
、
外
国
人
が
安
心
し
て
医
療
機
関
を
受
診
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、

医
療
機
関
の
申
請
に
基
づ
き
第
三
者
機
関
（
日
本
医
療
教
育
財
団
）
が
外
国
人
受
入
体
制
等
に
つ
い
て
審
査
・
認
証
す
る
仕

組
み
作
り
を
支
援
。

H2
7年
１
月
現
在
６
病
院
が
認
証
。

審
議

⑥
審
議
結
果

報
告

※
※
日
本
医
療
教
育
財
団
が
調
査
員
を
育
成
・
認
定
。

認
定
を
受
け
た
認
定
調
査
員
は
日
本
医
療
教
育
財
団
に
登
録
。

外
国
人
患
者
受
入
れ
医
療
機
関
認
証
制
度
（

JM
IP
）

評
価
項
目

外
国
人
患
者
の
受
入
れ
に
関
す
る
項
目
を
、

医
療
機
関
の
機
能
別
に
５
つ
の
分
類
で
評
価
し
ま
す
。

１
．
受
入
れ
対
応

２
．
患
者
サ
ー
ビ
ス

３
．
医
療
提
供
の
運
営

４
．
組
織
体
制
と
管
理

５
．
改
善
に
向
け
た
取
り
組
み

・
外
国
人
患
者
向
け
情
報
と
受
入
れ
体
制

・
医
療
費
の
請
求
や
支
払
い
に
関
す
る
対
応

・通
訳
（会
話
の
多
言
語
対
応
）
体
制
の
整
備

・翻
訳
（文
書
で
の
多
言
語
対
応
）体
制
の
整
備

・外
国
人
に
配
慮
し
た
院
内
・療
養
環
境
の
整
備

・患
者
の
宗
教
・習
慣
の
違
い
を
考
慮
し
た
対
応

・
外
国
人
患
者
へ
の
医
療
提
供
に
関
す
る
運
営

・
外
国
人
患
者
へ
の
イ
ン
フ
ォ
ー
ム
ド
コ
ン
セ
ン
ト

・外
国
人
患
者
の
対
応
担
当
部
署
（者
）の
設
置

・安
全
管
理
体
制

・院
内
ス
タ
ッ
フ
へ
の
教
育
・
研
修

・外
国
人
患
者
の
満
足
度
把
握

な
ど
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１．人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドラインに

ついて 

 

（１）ガイドラインの名称変更について 

 

平成 19 年に策定した「終末期医療の決定プロセスに関するガイドラ

イン」（以下、「ガイドライン」という。）について、昨年度開催された

「終末期医療に関する意識調査等検討会」において、社会保障制度改革

推進法で、「個人の尊厳が重んぜられ、患者の意思がより尊重されるよ

うな見直しを行い、特に人生の最終段階を穏やかに過ごすことができる

環境を整備すること」とされていることなどを参考に、最後まで尊厳が

尊重された人間の生き方に着目する意味で、「終末期医療の決定プロセ

スに関するガイドライン」から「人生の最終段階における医療の決定プ

ロセスに関するガイドライン」に名称変更を行った。 

 

（２）ガイドラインの普及促進等について 

 

平成２５年３月に実施した「人生の最終段階における医療に関する意

識調査」において、ガイドラインが医療福祉従事者に十分認知されてい

るとは言い難い状況が明らかとなった。一方、今年度、人生の最終段階

における医療にかかる体制整備を充実させるため、人生の最終段階にお

ける患者の相談に乗る相談員の配置等を行うモデル事業を実施し、その

一環として医療福祉従事者が人生の最終段階における医療等の選択に

あたって、患者の意思を尊重した意思決定支援を行うための研修プログ

ラムを開発した。そこで、ガイドラインの一層の普及を図るため、人生

の最終段階における医療等について考える機会をもつことを推奨する

国民向けのパンフレット及び医療福祉従事者を対象とした学習教材（国

立長寿医療研究センターのホームページに掲載）の紹介等を含めたガイ

ドラインの利用促進パンフレットを作成し、今年度、全国の病院に配布

することとしているが、厚生労働省のホームページにも掲載する予定と

しているので、都道府県においても人生の最終段階における医療の普及

啓発にご活用いただきたい。 

なお、平成 26 年度のモデル事業によって構築された体制を一層効果

的なものとするため、平成 27 年度もモデル事業の継続を予定している。 
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人生の最終段階における医療体制の整備 

《人生の最終段階における医療体制整備等事業》 

平成 27 年度予算案 ３２百万円  
 

患者の意思を尊重した最終段階における医療を実現するため、５カ所

程度の医療機関において、患者の人生の最終段階における医療などに関

する相談に乗り、必要に応じて関係者の調整を行う医療・ケアチームの

配置や、困難事例の相談などを行うための複数の専門家からなる委員会

の設置などを行うことによって、人生の最終段階における医療に係る適

切な体制のあり方を検討し、その体制整備を構築するとともに、ガイド

ラインの周知徹底を図ることとしている。 
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２．救急医療について

（救急医療の確保）

○ 救急患者の搬送件数は大きく増加しており、軽症患者が二次・三次救急医療機関を

直接受診する等により、これらの病院の受入能力に限界が生じている。また、救急患

者が急性期を脱した後も転院できず、救急医療機関が新たな救急患者を受け入れられ

ないという「出口の問題」も指摘されている。

このように救急医療には様々な課題があり、国、地方公共団体、医療関係者等が力

を合わせて、救急医療の確保に取り組んでいく必要がある。

○ このような近年の救急医療需要の増大に対応し、救急患者を適切な医療機関で受け

入れるための体制強化等について、平成26年２月に救急医療体制等のあり方に関する

検討会報告書がとりまとめられたので、各都道府県において取組を行う上で参考にし

ていただきたい。

（救急患者の医療機関による円滑な受入れ）

○ メディカルコントロール体制については、現在、全都道府県に設置されているが、

、 、救急需要の増大 搬送受入困難事例の増加や多岐にわたる救急疾患等があることから

メディカルコントロール協議会に小児科、産婦人科、精神科等救急医以外の参画を促

し、更なる病院前医療体制の強化に努められたい。

○ また、平成27年度予算案においても、救急医療体制の強化を図るため、地域に設置

されているメディカルコントロール協議会に専任の医師を配置するとともに、長時間

搬送先が決まらない救急患者を一時的であっても受け入れる二次救急医療機関の確保

を支援する事業等を盛り込んでいるので、各都道府県においては、消防部局と連携を

図りつつ、補助事業を積極的に活用し、救急患者が円滑に医療機関に受け入れられる

ために必要な取組を進めるようお願いする。

（救急利用の適正化）

○ 平成25年の救急車による搬送人員は、この10年間で16.7％（約77万人）増加してい

る。そのうち半数以上が65歳以上の高齢者であり、今後も増加することが考えられる

ため、消防機関や関係機関と連携をとり、限られた資源を有効に活用し迅速かつ適切

な救急医療体制を確保できるよう努められたい。

○ さらに、消防庁から病院間搬送において、急性期でないにもかかわらず、消防機関

の救急車を利用している現状もあると指摘されていることから、救急車が本来必要

な患者に提供できるよう医療機関を指導するとともに、民間搬送を活用した体制整

備などに努められたい。
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（ドクターヘリの導入）

○ ドクターヘリ導入促進事業については、平成25年度に財務省が行った予算執行調査

において、今後の改善点・検討の方向性として、

① 他の救急搬送手段との役割分担を明確化し、ドクターヘリの効果的な活用方法を

検討すべき、

② 飛行範囲が重なる地域では、広域連合化等による効率的運用を検討すべき、

③ ドクターヘリを有する医療機関は適正な診療報酬の徴収を実施し、自己収入の確

保に努めるべき、

と指摘をされている。このことから、都道府県において、上記①、②については検討

を、③については周知を引き続きお願いする。

○ 航空法施行規則の改正に伴い追加されたドクターヘリの運航については 「航空法、

施行規則第176条の改正に伴うドクターヘリの運航について （平成25年11月29日医政」

指発1129第1号）により、ドクターヘリを活用する医療機関に対し必要な指導を行う

とともに消防機関及び関係団体等に対し周知をお願いする。

○ さらにドクターヘリは災害時においても活用が期待されており、災害時のドクター

ヘリの出動に係るルールを運航要領に定めることが迅速な出動や安全確保に資すると

考えられることから、ドクターヘリを導入する道府県にあっては、運航要領の見直し

又は策定をお願いする。

（救急救命士の処置範囲の拡大）

○ 平成26年４月から「血糖測定と低血糖発作症例へのブドウ糖溶液の投与 「心肺機」、

能停止前の静脈路確保と輸液」が追加され、救急救命処置の範囲を拡大している。都

道府県におかれては、救急救命士が、新たに追加された処置を適切に実施出来るよう

取組をお願いするとともに、医療機関、消防機関への周知及び指導をお願いする。

（自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の普及啓発）

○ ＡＥＤに関しては、更なる普及拡大にあたり、単に設置数を増やすだけでなく、効

果的かつ効率的な配置に向けた指針を求める声があったため、ＡＥＤの適正配置に関

するガイドラインがとりまとめられた。このことについては 「自動体外式除細動器、

（ＡＥＤ）の適正配置に関するガイドライン（通知 （平成25年9月27日医政発0927）」

第）を発出しているので、このガイドラインを参考にし、ＡＥＤの効果的かつ効率的

な設置拡大を進めていただくようお願いする。

○ また、各都道府県のＡＥＤの設置登録情報について、現在、日本救急医療財団にと

りまとめを依頼しており、平成27年度から都道府県等に対して情報の提供が可能とな

る予定である。各都道府県におかれては、提供される情報を参考に、市民へＡＥＤの

普及啓発をさらに進めていただきたい。
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３．小児･周産期医療について

( ) 周産期医療の確保1
○ 周産期医療体制については、国民が安心して子どもを産み育てることができ

る医療環境の実現に向け、一層の整備が求められている。

○ 周産期医療対策事業は、分娩に伴って大量出血を生じた妊婦の救命、未熟児

、 。の救命等に大きく寄与し 妊産婦死亡率や新生児死亡率の改善が図られてきた

しかし、産科疾患による死亡が減少する中で、脳血管障害など産科以外の疾患

による妊産婦死亡が課題となっており、関係する学会や研究班と対策に取り組

んでいる。

（周産期医療体制整備計画の策定）

、 、○ 各都道府県においては 医療施設の整備や医療従事者の養成等に留意しながら

周産期医療体制整備計画を推進するようお願いする。

○ なお 平成 年度厚生労働科学研究費補助金 厚生労働特別研究事業 持、 （ ）「26
続可能な周産期医療体制の構築のための研究 （研究代表者：北里大学 海」

野信也）において現状の周産期医療体制の問題抽出やデータ整理を含め、今

後の周産期医療の論点整理を行っている。

( ) 小児医療の確保2
（重篤な小児患者に対する救急医療等の確保）

○ 小児の救命救急医療を担う医療機関として、小児救命救急センターの整備が

されており、全国で８カ所が整備されたところである。

○ 平成 年度予算案において、27
① 「超急性期」にある小児の救命救急医療を担う「小児救命救急センター」

の運営に対する支援

② 超急性期後の「急性期」にある小児への集中的・専門的医療を行う小児集

中治療室の整備に対する支援

を盛り込んでいるので、各都道府県においては、積極的に活用するようお願い

する。

（入院を要する小児救急医療の確保）

、 （ ）○ 入院を要する小児救急医療体制の充実を図るため 広域 複数の二次医療圏

で小児救急患者の受入れを行う小児救急医療拠点病院に対する支援を進めている

が、依然として、小児救急医療体制が未整備の地域が残っている。
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（初期小児救急の確保等）

○ 小児の入院救急医療機関にかかる患者の９割以上は軽症であると指摘されてお

り、症状に応じた適切な対応が図られるよう、平成 年度予算案においても、27
① 夜間・休日に小児の軽症患者の診療を行う小児初期救急センターの運営に対

する支援

② 急病時の対応等についての住民向けの啓発や相談窓口設置の支援（医療連携

体制推進事業）

等を盛り込んでいるので、各都道府県においては、積極的な活用をお願いする。

○ また、小児救急電話相談事業（＃８０００）については地域医療介護総合確保

基金を活用して都道府県で実施することが可能となっている。

なお、厚生労働省主催の小児救急電話相談事業（＃８０００）に従事する医師

等の資質向上等を図るための研修を実施しているので、積極的な参加に配慮をお

願いしたい。

４．災害医療について

（災害拠点病院の機能の充実・強化）

○ 災害拠点病院については、東日本大震災を受け、災害医療体制の一層の充実を

図る目的から開催した「災害医療等のあり方に関する検討会 （座長：大友 康」

裕 東京医科歯科大学教授）の報告書を踏まえ、診療機能を有する施設の耐震化

や衛星電話、衛星回線インターネットの整備、全ての災害拠点病院に災害派遣医

療チーム（ＤＭＡＴ）の配置、地域の医療機関との連携や支援を行う体制の整備

など、災害拠点病院の指定要件の見直しを行い 「災害時における医療体制の充、

実強化について （平成２４年３月２１日医政発０３２１第２号厚生労働省医政」

局長通知）を発出している。

災害拠点病院の機能について、毎年（原則として４月１日時点）の状況を確認

することとしているため、都道府県においては、各病院の状況を把握しておくよ

うお願いする。

○ また、平成２６年８月の豪雨では、災害拠点病院の周辺道路が冠水して、傷病

者の災害拠点病院へのアクセスに障害が生じたり、停電に伴い医療機器の一部が

使用できず 通常時と同様の診療対応が困難となる事案が発生したことから 災、 、「

害拠点病院への傷病者の受入体制の確保について （平成２６年１０月１５日医」

政地発１０１５第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）を発出し、災害

時に災害拠点病院の機能維持が図られるよう注意喚起を行うとともに自己点検及

び実態調査を依頼したところである。

都道府県においては、災害拠点病院における被災想定とその対策、周辺道路冠

水によるアクセスの支障及び自家発電能力の実態調査により把握できた課題につ

いて、適切な対応を行うよう災害拠点病院に対し指導をお願いする。
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（医療機関の耐震化）

○ 医療施設の耐震化については、平成２６年度補正予算において、未耐震の災害

拠点病院、救命救急センター、二次救急医療機関及び耐震性の低い（構造耐震指

標である 値 未満）病院を補助対象とした、医療提供体制施設整備交付金をIs 0.3
、 、 。１５億円計上しているので 未耐震の施設については 積極的にご活用願いたい

なお、 値 未満の災害拠点病院、救命救急センター及び二次救急医療機関Is 0.4
については、基準額の見直しを行っているのでご留意願いたい。

○ 平成２７年度予算案においても、基幹災害拠点病院施設整備事業、地域災害拠

点病院施設整備事業、地域防災対策医療施設体制整備事業及び医療施設耐震整備

事業を継続するので、医療施設の耐震化について引き続きご配慮をお願いする。

（医療施設の耐震診断）

○ 平成２５年１１月２５日に「建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改

正する法律」が施行され、３階以上及び床面積５，０００㎡以上の病院について

は、平成２７年１２月３１日までに耐震診断を行うことが義務化されたところで

ある。

耐震診断が未了の病院については、医療施設運営費等補助金（医療施設耐震化

促進事業）や国土交通省の補助制度（社会資本整備総合交付金：住宅・建築物安

全ストック形成事業）を活用し、耐震診断を実施するようお願いする。

５．へき地医療について

○ へき地医療については、現在各都道府県で策定された「第 次へき地保11
健医療計画」が実施されているところである。計画の実施にあたっては、

厚生労働省の補助事業等を積極的に活用していただきたい。

○ また、平成 年度は「第 次へき地保健医療計画」の最終年度である27 11
ため、これまで実施してきたへき地保健医療対策を評価するとともに、新

たな課題があれば、それに対する対策についても検討していただき、引き

続き、へき地保健医療対策を実施していただくようお願いする。

○ 厚生労働省においても、現在「へき地保健医療対策検討会」を開催し、

平成 年度以降のへき地保健医療対策を検討しているところであり、検討28
結果がまとまり次第、情報提供する予定としている。
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６．院内感染対策について 

 

(1) MRSA（メチシリン耐性黄色ブドウ球菌）、VRE（バンコマイシン耐性腸球菌）、MDRP(多

剤耐性緑膿菌)、MDRA（多剤耐性アシネトバクター）、CRE（カルバペネム耐性腸内細

菌科細菌）等の多剤耐性菌に起因する院内感染事例が、各地の医療機関において依然

として散発している。 

 

(2) 院内感染対策については、医療法第６条の 10、医療法施行規則第１条の 11 第２項第

１号及び「良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する

法律の一部の施行について」（平成 19 年 3 月 30 日付け医政発 0330010 号）をはじめ

とする関係法令等に基づき、医療機関の管理者の下で、院内感染対策のための委員会

の開催、従業員に対する研修の実施、当該医療機関内での発生状況の報告等、院内感

染防止体制の確保が徹底されるよう指導をお願いする。 

 

(3) 病院内での感染症アウトブレイクへの対応については、通常時からの感染予防、早

期発見の体制整備並びにアウトブレイクが生じた場合の早期対応が重要となる。医療

機関等における院内感染対策の留意事項について、「医療機関等における院内感染対

策について」（平成 23 年６月 17 日付け医政指発 0617 第１号）が定めてきた。今般、

第11回院内感染対策中央会議が開催され、アウトブレイクに対する考え方について、

議論した。これを受けて新たに「医療機関における院内感染対策について」（平成 2

6 年 12 月 19 日医政地発 1219 第１号）を発出した。この中で、アウトブレイクはそれ

ぞれの医療機関が判断し、従来よりも早く介入を行うことができるように改正した。 

 

(4) 院内感染が発生した医療機関においては、当該医療機関が発生の後に迅速な院内感

染対策をとり、地域の専門家等と連携され、適切な対応がされているか確認し、必要

に応じて適切な支援をよろしくお願いする。また、管下の医療機関において重大な院

内感染事例が発生した場合又は発生したことが疑われる場合には、必要に応じて直ち

に厚生労働省に報告するとともに、地方衛生研究所、国立感染症研究所、地域の大学

等の協力を得ることについても検討されたい。 
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（医事課） 

 

１．医師等の資格確認について 

 

医療機関等において、医師等を採用する場合は、免許証等の原本により

資格を有していることの確認を求めているほか、保健所等において、免許

証の再交付申請があった場合は、厳密に本人確認を行うよう求めていると

ころである。 

しかしながら、偽造した医師免許証の写しを使用する事件が散見されて

おり、昨年、一昨年と東京都内で発生した「なりすまし医師」の事例は報

道でも大きく取り上げられ記憶に新しいところ。また、国家試験合格者が

免許を付与される前に免許が必要な業務に従事していた事例が確認されて

いる。 

今後、同様の事例が発生することのないよう、医師等の採用の際には免

許証の原本による資格確認及び運転免許証等による本人確認を十分行うと

ともに、国家試験合格者を免許の取得予定者として採用した場合は、免許

が付与されたことを確認した後に免許が必要な業務に従事させるよう関係

部局、貴管下保健所、病院、診療所等関係機関に対し指導されたい。 

なお、医師、歯科医師については、厚生労働省ホームページ上で運用し

ている「医師等資格確認検索システム」に、資格確認を補完する手段とし

て、より正確な資格確認を行うことができる医療機関向けの検索機能を平

成２５年８月に追加しているので、これも活用するなどにより資格確認の

徹底を図られたい。 

また、診療に従事しようとする医師及び歯科医師は、臨床研修を受けな

ければならないとされており、診療に従事させる目的で医師又は歯科医師

を採用する際には、臨床研修修了登録証の原本による確認を行うようされ

たい。 
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２．医療関係資格者の行政処分対象事案の把握等について 

 

（１）医療関係資格者として不適切な行為のあった者に対する処分につい

て、平成１４年１２月、医道審議会医道分科会において「医師及び歯科

医師に対する行政処分の考え方について」により今後とも厳正な態度で

臨むこととしている。各都道府県におかれては、医療関係資格者の倫理

に関する意識の昂揚について、引き続き、御協力をお願いする。 

 

（２）医療関係資格者の行政処分対象事案の把握については、かねてより

御協力いただいているところであるが、情報入手の適正化の観点から平

成１６年より医師及び歯科医師が刑事事件の被疑者として起訴された場

合及び判決が出された場合に、法務省から当省に対し、医師の氏名、事

件の概要等の情報が提供されることとなっている。 

このため、法務省から提供のあった情報を含め、各都道府県に判決書

の入手等を依頼することとしているので、引き続き、御協力をお願いす

る。 

また、その他の医療関係資格者の対象事案の把握及び判決書の入手等

についても、引き続き、御協力をお願いする。 
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３．医療従事者の養成について 

 

（１）医師等医療関係職種の国家試験については、各職種の更なる質の向

上を図る観点から、適宜、試験の改善を図り、その実施に努めていると

ころである。 

また、平成 27 年の国家試験は、別冊の関係資料のとおり実施するので、

合格発表後の免許申請手続きにあたっては、引き続き適切な実施方をお

願いする。 

 

（２）医療関係職種の養成施設等については、「事務・権限の移譲等に関

する見直し方針について」（平成 25 年 12 月 20 日閣議決定）及び地域の

自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律（平成 26 年６月４日公布）において、都道府県への指定

権限等の移譲が決定されたところである。 

施行期日は平成 27 年４月１日であることから、円滑な移譲にご協力を

お願いするとともに、全国で統一的な事務が行われるよう、別途提供す

る職種別の指導ガイドライン及び業務マニュアルを事務取扱の際の参考

とされたい。 
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４．あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師及び柔道整復師の施術所について 

 

（１）施術所開設届等の際の資格確認について 

平成 25 年 11 月、実在する免許証を偽造して柔道整復師になりすまし

た施術所の開設届及び療養費の受領委任に関する申し出がなされていた

事例が判明した。 

このような事態に鑑み、昨年、「あん摩マッサージ指圧師、はり師、

きゅう師等に関する法律第９条の２から第９条の４まで及び柔道整復師

法第１９条の施術所開設届の際の資格確認の徹底について」（平成 26

年１月７日医政医発 0107 第１号）を衛生部（局）長あて通知している。 

引き続き、国民の健康な生活を確保する観点から、かかる不正行為が

見過ごされることのないよう、施術所開設届を受理する際は、①開設者

の運転免許証等の原本、②業務に従事する施術者のあん摩マッサージ指

圧師、はり師、きゅう師及び柔道整復師免許証の原本確認及び運転免許

証等による本人確認の徹底について、関係部局、貴管下保健所に対して

指導されたい。 

また、他人の免許証（コピーを含む）を利用して、自分の氏名等を記

載した偽造免許証が疑われる場合は、厚生労働大臣指定登録機関に免許

証の記載事項を照会し、登録された免許証であることを確認することも

併せて指導されたい。あわせて、「広告の指導に関する調査について」

（平成 26 年４月 11 日厚生労働省医政局医事課長事務連絡）により、違

法広告のある施術所の開設者に対する指導実績の報告を厚生労働省あて

お願いしたい。 
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５. 死因究明体制及び小児 Ai について 

 

平成 24 年９ 月から「死因究明等の推進に関する法律」が施行され、

平成 26 年６ 月には政府全体の計画として「死因究明等推進計画」が閣

議決定された。これを踏まえ、厚生労働省では死因究明体制の充実を図

るため、平成 27 年度予算案において、前年度から約１千万円増額し、総

額約 1.7 億円を計上している。 

  本計画では、地方公共団体に対しては、地方の状況に応じた施策の検

討を目的とした、関係機関・団体等（知事部局、都道府県警察、都道府

県医師会、都道府県歯科医師会、大学等）が協議する場（「死因究明等

推進協議会（仮称）」）の設置・活用を求めることとしている。平成 27

年度から、「異状死死因究明支援事業」において、地方自治体において、

死因究明等推進協議会を設置する際の経費（旅費、謝金、会議費等）を

追加する予定であり、積極的な活用をお願いしたい。 

また、平成 26 年度から、日本医師会への委託事業として、死亡時画像

診断（Ai）の有用性や有効に行うための条件等を検証するため、小児死

亡例に対する Ai のモデル事業を実施している。「異状死死因究明支援事

業」では、解剖だけではなく死亡時画像診断に関する費用も対象となっ

ていることから、当事業を積極的に活用して頂くとともに、各都道府県

の大学病院や拠点的な医療機関等に対して、当モデル事業への参加の働

きかけをお願いしたい。 
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１． 歯科保健医療対策について 

 

厚生労働省では、80 歳になっても自分の歯を20 本以上保つことを目標した8020（ハ

チマル・ニイマル）運動を進めているが、その成果として8020 達成者の増加や学童期

のむし歯有病者率の減少など、国民の歯及び口腔の健康状態が改善されてきていると

ころである。各都道府県等におかれては、引き続き、本運動の一層の推進に努められ

たい。 

 

（１）歯科保健対策の推進等について 

8020運動推進特別事業は、都道府県が地域の実情に応じた8020運動（80歳になって

も自分の歯を20本以上保つことを目標）に係る政策的な事業を行うこと等を目的とし

て平成12年度から実施し、また、口腔保健推進事業は、平成23年８月10日に施行され

た「歯科口腔保健の推進に関する法律」に基づく取り組みに対して平成25年度から実

施している。 

地域住民の歯科疾患の予防等による口腔の健康保持を推進させる観点において、

8020運動推進特別事業と口腔保健推進事業は密接に関連していることから、平成27年

度より両事業を統合し、歯科保健医療の充実・強化を図ることとしている。 

 

（２）地域医療介護総合確保基金について 

平成26年６月に成立した医療介護総合確保推進法に基づき、各都道府県に設置した

地域医療介護総合確保基金を活用し、病床の機能分化・連携に必要な基盤整備、在宅

医療の推進、医療従事者等の確保・養成に必要な事業を支援しており、歯科に関する

事業についても例示している。  

事業例（歯科関係） 

①病床の機能分化・連携 

・地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対する歯科保健医療の推進 

②在宅医療(歯科・薬局を含む)の推進 

・在宅歯科医療の実施に係る拠点・支援体制の整備 

・在宅歯科医療連携室と在宅医療連携拠点や地域包括支援センター等との連携の推進 

など 

③医療従事者等の確保・養成 

・在宅歯科医療を実施するための人材の確保支援 

・医科・歯科連携に資する人材養成のための研修の実施 など 

 

（３）へき地等歯科保健医療対策について 

へき地等における歯科保健医療対策として推進している歯科巡回診療車の運営、離
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島の歯科診療班の運営に対する助成については、平成27 年度においても引き続き実施

することとしている。 

 

（４）歯科保健関係行事について 

平成27年度の行事予定は以下のとおりであるので、都道府県におかれても歯と口の

健康に関する正しい知識の普及啓発や地域における歯科保健事業の積極的な実施をお

願いする。 

① 6 月4 日～10 日を「歯と口の健康週間」（平成25年度に「歯の衛生週間」から 

名称変更）とする。 

② 第36 回全国歯科保健大会を11 月7日(土)に山梨県で開催予定。 

なお、平成25 年度から「親と子のよい歯のコンクール」（「母と子のよい歯の

コンクール」から名称変更）とし、対象を原則「母親」に限っていたものを「親」

に拡大し実施予定としているので、引き続きご協力お願いしたい。 

 

（５）保健所等に勤務する歯科医師及び歯科衛生士について 

「歯科口腔保健の推進に関する法律」の施行を受け、歯科口腔保健を今後一層推進

していくためには、地方公共団体へ歯科医師及び歯科衛生士が適正配置されることが

望ましい。特に現在未配置の県にあってはご努力をお願いする。 
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２．歯科医師の資質向上等について 

（１）歯科医師の資質向上等に関する検討会について 

近年、急速に少子高齢化が進む中で疾病構造や患者像が変化し、国民が求める歯科

医療は大きく変化していることを踏まえ、平成27年1月16日から「歯科医師の資質向上

等に関する検討会」を開催し、今後 ①歯科医師需給 ②女性歯科医師 ③歯科医療の

専門性 について議論を行う予定。 

 

（２) 歯科医師臨床研修制度について 

① 歯科医師臨床研修制度の見直しについて（施行予定） 

歯科医師臨床研修制度については、省令の施行後 5 年以内に見直すこととされて

おり、平成28年度の見直しに向け、歯科専門職の資質向上検討会において、高度化・

多様化する歯科医療サービスに対応できる歯科医師の養成や研修の質の向上等の観

点から制度全体的に検討を行い、研修の到達目標や終了判定における評価項目を研

修プログラムに明記すること、臨床研修施設の取り消しに関すること等を柱とした

報告書が平成26年3月に取りまとめられた。 

 

② 歯科医師臨床研修に係る予算 

歯科医師臨床研修費については、臨床研修の指導体制の確保、また、研修歯科医

が臨床研修に専念できる環境の整備に必要な経費として、引き続き予算の確保を図

っているところである。 

 

（３）歯科医師国家試験制度の見直し 

歯科医師国家試験については、慣例としておおむね4年に1回、医道審議会歯科医

師分科会歯科医師国家試験制度改善検討部会を設置し、歯科医師国家試験制度につい

て所要の見直しを行っており、平成27年度から検討を開始する予定。 
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３．歯科技工士法、歯科衛生士法の改正について 

（１）歯科技工士法の改正 

歯科技工士法の改正が平成27年4月に施行され、平成28年歯科技工士国家試験よ

り、試験の実施主体が所在地の都道府県知事から、国もしくは指定試験機関に改めら

れる。 

歯科技工士国家試験を合格した者の合格証書及び合格証明書の発行（歯科技工士法

施行規則第9、10 条）は従来、歯科技工士国家試験に付随する自治事務として行って

いた業務である。そのため、平成27年までの歯科技工士国家試験については、経過措

置として都道府県において合格証書及び合格証明書の交付を行っていただくこととし

ている。 

近年、歯科技工士国家試験に合格してから免許申請を行うまでに、１ヵ月以上の期

間を要する者が増加傾向にある状況に鑑み、平成27年歯科技工士国家試験合格者の免

許申請を速やかに行うよう、各歯科技工士養成施設に対して周知をお願いしたい。 

また、歯科技工士の免許登録事務等を指定登録機関において実施できるように改め

られたが、指定登録機関が指定されるまでは従来通り国で行うため、引き続き各都道

府県の経由事務となることを承知されたい。 

 

（２）歯科衛生士法の改正 

平成26年6月に成立した歯科衛生士法の改正に伴い、従来、保健所及び市町村保

健センター等が実施する付着物等の除去やフッ物塗布等の予防処置について、歯科

衛生士は歯科医師の「直接の」指導（立会い）の下に実施することとされていたが、

平成27年4月1日からは歯科医師の指導の下、歯科医師との緊密な連携を図った上

で歯科衛生士がこれらの行為を行うことが認められることとなった。 

改正の趣旨、内容等は平成26年10月23日付医政局長通知（医政発1023第7号）

「歯科衛生士法の一部改正の施行について（通知）」を発出したところであり、関係

者に対する周知等配慮をお願いしたい。 
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１．看護職員確保対策について 

 

（１）平成２７年度都道府県看護関係予算について 

○ 医療提供体制推進事業費補助金における新規事業として、助

産師出向支援導入事業を計上している。当該事業は、医療機関

における助産師就業の偏在を解消や実習施設確保、助産実践能

力の向上等を図るため、助産師出向や助産師就業の偏在の実体

把握等の実施に対して支援を行う。 

 ○  都道府県看護関係事業については、今年度よりその大部分が

地域医療介護総合確保基金で実施されており、平成２７年度に

ついても同様である。当該基金を活用の上、看護関係事業のよ

り一層の充実をお願いしたい。 

 

（２）看護師等の養成について  
平成２７年４月１日より看護師等養成所の指定・監督の事務  

・権限は厚生労働大臣から都道府県知事に移譲され、各都道府

県においては、看護師等の養成において、より重要な役割を担

っていただくこととなる。看護師等養成所の指定等については、

これまで各地方厚生局に看護教育指導官を配置してきたこと

から、都道府県におかれても、同業務について看護職の配置を

お願いしたい。  
   看護師等の養成に重要な役割を果たす専任教員、及び実習指

導者の養成を促進するため、専任教員養成講習会においては平

成２５年度より、保健師助産師看護師実習指導者講習会（以下、

実習指導者講習会）においては平成２６年度より、一部科目に

e ラーニングを導入した。なお、実習指導者講習会において e
ラーニングにより履修した科目については、専任教員養成講習

会においてその科目を免除することができるよう、専任教員養

成講習会実施要領の一部改正を行った（平成２７年４月１日よ

り適用）。  
   また、従来、地方厚生局において開催してきた保健師助産師

看護師実習指導者講習会（特定分野）については、より多くの

病院以外の施設における実習指導者が受講の機会が得られる

よう、各都道府県において開催可能とするため、「特定分野に

おける保健師助産師看護師実習指導者講習会実施要綱」を定め

たので、実習指導者講習会とあわせて今後の開催の検討をお願

いしたい。  
教務主任養成講習会については、平成２７年度については都

道府県に準じるものとして認定する３団体が開催する予定で

ある。教育の質を確保するため、都道府県におかれては、管内

養成所の教務主任に受講するよう勧奨されたい。 
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（３）看護職員の需給見通しに関する検討会について 

看護職員確保対策については、平成４年に制定された「看護

師等の人材確保の促進に関する法律（以下「人確法」という。）

及び同法に基づく「看護婦等の確保を促進するための措置に関

する基本的な指針」を基盤として、従来より、質の向上、養成

力の確保、離職防止、再就業等の総合的な支援を行っていると

ころである。 

計画的かつ安定的に看護職員の確保を図るため、これまで通

算７回にわたり、看護職員の需給見通しを策定している。平成

２２年１２月に策定した第７次看護職員需給見通しの見通し

期間が平成２７年までであることから、平成２６年１２月に検

討会を設置し、平成２８年以降の需給見通しのあり方について

検討を開始した。 

医 療 介 護 総 合 確 保 推 進 法 （ 以 下 「 推 進 法 」 と い う 。）

の 施 行 に よ り 、 昨 年 １ ０ 月 か ら 病 床 機 能 報 告 制 度 が 開

始 さ れ 、 都 道 府 県 に お か れ て は 平 成 ２ ７ 年 度 以 降 順 次

地 域 医 療 構 想 を 策 定 し 、 平 成 ３ ０ 年 度 の 地 域 医 療 計 画

に 盛 り 込 む こ と と な っ て い る 。  

こ の た め 、 地 域 医 療 計 画 と の 整 合 性 等 の 観 点 か ら 、

平 成 ３ ０ 年 か ら の 需 給 見 通 し を 地 域 医 療 計 画 と 開 始 時

期 等 を 合 わ せ て 策 定 す る こ と と し 、次 期 需 給 見 通 し は 、

平 成 ２ ８ 年 及 び ２ ９ 年 の ２ カ 年 に つ い て 策 定 す る こ と

と な っ た 。 第７次の需給見通しの策定においては、各都道府

県が病院等の対象施設に調査票を送付し、その結果を集計する

方法をとっていたが、今回は対象施設に調査票を送付する方法

はとらず、より簡易な方法により都道府県において推計してい

ただくこととしている。具体的な推計方法については、今後検

討会で検討し、平成２７年４月以降、都道府県に作業をお願い

することになるので、引き続きご協力をお願いする。 

 

（４）看護師等の復職支援の強化について 

社会保障・税一体改革における看護職員の必要数は、平成３

７年で約２００万人と推計されているが、平成２５年における

看護職員の就業者数は約１５７万人であり、これまでどおり毎

年約３万人ずつ就業者数が増加すると仮定しても、約３～１３

万人の更なる看護職員の確保が必要とされている。 

少子化が進む中、必要な看護職員数を確保していくためには、

約７１万人と推計される潜在看護師等を活用することが重要

であり、ナースセンターが看護師等免許保持者を把握し、ライ

フサイクルを通じて、適切なタイミングでの復職研修や職業紹

介など必要な支援を行うことが必要である。このため、昨年成
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立した推進法における人確法改正により、看護師等免許保持者

のナースセンターへの届出制度を創設するとともに、ナースセ

ンターの機能強化を図ることとし、本年１０月１日施行予定と

なっている。 

国においては、今後、広報を含めた改正法の施行準備を行う

こととしている。都道府県におかれても、広報を行っていただ

くほか、地域の実情に応じたナースセンターの復職支援機能強

化のため、地域の関係団体等も参加したナースセンター運営協

議会等の開催の支援をお願いしたい。また、来年度予算におい

ても、都道府県ナースセンターに係る予算など看護職員確保に

係る予算について、地域医療介護総合確保基金等を活用しつつ、

確保にご努力いただきたい。  
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２．特定行為に係る看護師の研修制度について  
 

2025 年に向けて、さらなる在宅医療等の推進を図っていくため

には、個別に熟練した看護師のみでは足りず、医師又は歯科医師の

判断を待たずに、手順書により、一定の診療の補助（特定行為）を

行う看護師を養成し、確保していく必要がある。このため、医療介

護総合確保推進法において、保健師助産師看護師法（昭和 23 年法

律第 203 号）の一部が改正され、平成２７年１０月より特定行為

に係る看護師の研修制度が施行される（指定研修機関の指定の申請

は平成２７年４月１日。）。  
当該制度施行に向け、医道審議会保健師助産師看護師分科会の下

に設置した看護師特定行為・研修部会において、省令に定める特定

行為の内容や特定行為研修の基準等のとりまとめ（平成２６年１２

月）を行ったところであり、今後、年度内に本制度に係る省令が公

布される予定である。  
当該制度は、手順書により特定行為を行う看護師が厚生労働大臣

が指定する研修機関において、一定の基準に適合する研修を受けな

ければならないこととするものである。また、職場や地域から離れ

ずに研修を受講できるよう、e ラーニング等の遠隔での研修の受講

が可能である。  
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３．経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく外国人看護師候補者の受入

れについて 

 

（１）各国からの受入れ状況について 

 ○インドネシア・フィリピン・ベトナム 

 インドネシアについては、平成２０年度から看護師候補者受

入れを開始し、これまでに４８１人を受け入れ、８７人が看護

師国家試験に合格したところである。なお、平成２６年度入国

の候補者より日本語能力試験Ｎ５程度以上が候補者の要件に

課せられた。 

 フィリピンについては、平成２１年度から看護師候補者の受

入れを開始し、これまでに３３７人を受け入れ、４１人が看護

師国家試験に合格したところである。 

 ベトナムについては、平成２６年度から受入れを開始し、２

１人を受け入れた。 インドネシアやフィリピンからの受入れ

と比べて特徴的な点は、日本語能力試験Ｎ３（日常的な場面で

使われる日本語をある程度理解することができるレベル）取得

を候補者の要件として課していることである。 

なお、平成２７年度の看護師候補者受入れ人数枠については、

インドネシア・フィリピン・ベトナムそれぞれ最大で２００人

である。 

 

（２）ＥＰＡに基づく看護師候補者に対する支援について 

  ＥＰＡに基づく看護師候補者の受入れについては、二国間の

協定で定められた期間内に看護師の資格を取得し､引き続き我

が国で就労することを目的としており、入国後、受入れ施設に

おいて国家資格取得に向けた研修を適切に実施することが重

要である。 

  しかしながら、候補者が日本語を十分に習得していないケー

スが多く、受入れ施設が研修実施に苦慮していたこと、また、

受入れ負担となっていたことから、平成２２年度より、 

・e ラーニングの提供や、模擬試験による習得状況の把握や苦

手分野等を補完する集合研修を定期的に実施 

・日本語学校等への修学又は講師の派遣による研修の実施等に

係る経費を支援 

・研修指導者経費、物件費等を支援 

  などの支援策を実施継続してきている。これらの支援は都道府

県を通じて行っており、引き続きご協力をお願いしたい。 
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４．「看護の日」等について 

 

（１）「看護の日」及び「看護週間」について 

「看護師等の人材確保の促進に関する法律」は、看護師等の

養成、処遇の改善、資質の向上、就業の促進等について、看護

に対する国民の関心と理解を深めることに配慮しつつ図るため

の措置を講ずること等を目的としている。 

これに関連し、厚生労働省では、５月１２日を「看護の日」、

５月１２日を含む１週間を「看護週間」として、全国的に一日

看護体験などの行事を開催し、看護の普及啓発に取り組んでい

るところ。 

○ 平成２７年度の中央事業は、「忘れられない看護エピソード」

の表彰式を東京都で開催する予定である。 

○ 各都道府県におかれても、看護の普及啓発に関する事業へ

の積極的な取り組みをお願いいたしたい。 
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（経済課）  
 
１．医薬品・医療機器産業の振興について 

医薬品・医療機器産業は、国民の保健医療水準の向上に資するだけで

なく、高付加価値・知識集約型産業であり、資源の乏しい日本にとって、

経済成長を担う重要な産業として大きく期待されている。このため、「『日

本再興戦略』改訂 2014－未来への挑戦－」（平成 26 年６月 24 日閣議決

定）や「健康・医療戦略」（平成 26 年７月 22 日閣議決定）において、

健康長寿産業が戦略的分野の一つに位置付けられ、健康・医療分野の成

長戦略の実現に向けた様々な施策が盛り込まれたところである。  
 

医薬品については、基礎研究から臨床研究・治験、承認審査を経て保

険適用に至るまで、多大な研究資金と時間を要するため、各ステージに

途切れることなく支援し、しっかりと産業を育成していく必要がある。

具体的には、研究開発に対する税制優遇措置、臨床研究中核病院等の整

備などによる臨床研究・治験環境の整備、審査の迅速化・質の向上、イ

ノベーションの薬価上の適切な評価等に取り組み、医薬品の研究から上

市に至る過程への一貫した支援を着実に推進していきたいと考えている。 
 
医療機器については、臨床現場での使用を通じて製品の改良・改善が

絶えず行われる等の特性を有していることを十分に踏まえて、臨床研究

や承認審査に関する体制及び制度を整備していくことが重要である。  
政府全体では、関係府省が連携して、「オールジャパンでの医療機器

開発」を推進するとともに、（独）産業技術総合研究所や国立医薬品食品

衛生研究所などの専門支援機関、地域の商工会議所などの地域支援機関

等が連携して「医療機器開発支援ネットワーク」を構築し、開発初期段

階から事業化に至るまで切れ目ないワンストップ支援を行っている。  
厚生労働省としては、「医療機器開発支援ネットワーク」の関係機関

と連携・協力を進め、例えば、医療機器の研究開発を行う医療機関で、

医療機器を開発する企業の人材を受け入れて研修等を通じて開発人材の

育成等を推進することで、医療機器の実用化の支援を着実に推進してい

きたいと考えている。  
 
今後とも国際競争力のある医薬品・医療機器産業の振興と、「日本再

興戦略」と「健康・医療戦略」に掲げられている施策の着実な実行に取

り組んでいくこととしているので、各都道府県においても、引き続きご

協力をお願いする。  
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（経済課）  
 
２．後発医薬品の使用促進について  

後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進は、患者にとっての負

担の軽減や医療保険財政の改善につながることから、平成２４年度まで

に全医療用医薬品をベースとした後発医薬品の数量シェアを３０％以上

にするという目標を掲げ、「後発医薬品の安心使用促進アクションプログ

ラム」に基づき、各種の施策を進めてきた。  
 しかしながら、後発医薬品については、例えば、その品質、供給体制、

情報提供体制に関する問題点が指摘されるなど、医療関係者等の信頼が

必ずしも高いとはいえない状況にあり、後発医薬品の普及が遅れている

要因の一つとなっている。 

このため、厚生労働省では平成２５年４月に「後発医薬品のさらなる

使用促進のためのロードマップ」を作成し、後発医薬品と後発医薬品の

ある先発医薬品をベースとした数量シェアを平成３０年３月末までに 

６０％以上にする新たな目標を定めるとともに、そのための取組を策定

した。 

 都道府県においても、「後発医薬品の安心使用促進のための協議会」

（都道府県協議会）を中心に、ロードマップで取りまとめられた取組を

進めていただくようお願いする。 

都道府県協議会が未設置の府県においては設置を、活動を休止してい

るところにおいては、活動の再開をお願いする。 

また、協議会の活動のための経費として、都道府県向けの委託費を計

上していることから、予算が成立した際は当該経費を積極的に利用して

いただくようお願いする。 
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（経済課）  
 
３．災害等の発生に備えた医薬品等の供給、管理等  
   大規模災害等発生時における医薬品等の安定供給確保のため、各都道

府県には、有事における医薬品等の調達・供給スキーム、関係者間の連

絡体制等を内容とする『医薬品等の供給、管理等のための計画』を備え

ていただいているところである。  
  東日本大震災の経験を契機として、各都道府県において計画の見直し

を行っていただいたところであるが、今後も、有事の際に効果的な対応

ができるよう適宜計画や医薬品の備蓄状況等の再点検を行っていただく

とともに、引き続き医薬品等の調達・供給スキーム等について、平時よ

り地域の関係団体等と情報・認識の共有を図られるようお願いする。  
 

-50-



（経済課）  
 
４．薬価調査・特定保険医療材料価格調査について  

薬価調査については、平成 19 年 12 月の中央社会保険医療協議会（中

医協）において、「今後、後発品の流通量が増大すると想定されることか

ら、その価格及び数量を適確に把握できるよう、薬価調査を充実させる

こととする」旨の指摘がなされているところである。従来より都道府県

におかれては、薬価調査及び特定保険医療材料価格調査について、毎年

多大なご協力を頂き、厚く御礼申し上げる。  
本年も例年同様、本調査及び他計調査等を実施する予定なので、引き続 

きご協力をお願いする。なお、具体的な調査の方法等については、従来

同様追って連絡する。 

従前の特定保険医療材料価格調査については、薬事法（現：医薬品医

療機器等法）の改正を踏まえ、特定保険医療材料・再生医療等製品価格

調査と名称を変更するとともに、地域の自主性及び自立性を高めるため

の改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成25年法律

第44号）（第3次分権一括法）第31条に基づき、平成27年４月１日より、

医療機器販売業等の許可業務を都道府県に加えて特別区及び保健所設置

市で行うことになることに伴い、医療機器販売業等に関する情報を新た

に保持することとなる特別区及び保健所設置市にも調査の協力をお願い

しているところである。  
都道府県においても、従前のとおり調査に対する御協力をお願いする

とともに、本年の調査実施に影響がないように、調査方法等について特

別区及び保健所設置市に適切に引き継ぐ等の御協力をお願いしたい。  
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（経済課）  
 
５．医療用医薬品・医療機器の流通改善について  

医療用医薬品の流通については、自由かつ公正な競争の確保ととも

に、公的医療保険制度下における取引の透明性・公平性を図る観点から、

過大な薬価差の是正を始めとする取引慣行の改善に向けて、関係者によ

る取組が行われてきたところである。  
 
このうち、長期にわたる未妥結・仮納入や全品総価取引といった公的

医療保険制度下での不適切な取引慣行については、中医協からも、薬価

調査の信頼性確保の観点から是正を求められており、「医療用医薬品の

流通改善に関する懇談会（流改懇）」において、流通上の諸課題につい

てその実態の検証を行い、平成 19 年 9 月に｢医療用医薬品の流通改善に

ついて（緊急提言）｣ がとりまとめられ、取引慣行の改善に向けた取組

を行っている。  
 
昨年４月の診療報酬改定に伴い、妥結率が低い保険薬局等への適正化

（いわゆる未妥結減算）が導入された結果、昨年９月の妥結率は、全体

で 92.6％、200 床以上の病院で 93.9％と大幅に向上している。一方で、

昨年 12 月に開催した医療用医薬品の流通改善に関する懇談会において、

単品単価取引が進展せず、特定卸、特定品目、特定期間のみ妥結する形

態が出てきたとの意見が出されている。また、12 月時点における妥結率

は、全体で 76.2％、200 床以上の病院で 58.5％となっている。  
 
医療機器の流通については、医療機器の取引実態の把握と問題点の是

正などの検討を行うため、「医療機器の流通改善に関する懇談会（機器

流改懇）」を設置している。引き続き、流通改善に関して医療機器関係

団体と意見交換を行うなど、流通の効率化に取り組んでいく。  
 
市場実勢価に基づき薬価が決定される現行薬価制度において、薬価調

査によって市場実勢価を的確に把握するためには、医薬品の価値に見合

った価格が医薬品ごとに決定されることが重要であることから、各都道

府県においては、緊急提言の趣旨をご理解いただき、病院所管部局と連

携のうえ、早期妥結及び単品単価契約の進展に向けた取組への働きかけ

をお願いしたい。  
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１．再生医療の推進について 

 

○ 再生医療については、国民の期待が非常に高く、効率的かつ迅速に実用化を進める

ことが必要である。そこで、厚生労働省としては、制度面、予算面の両方から再生医

療の実用化に取り組んでいる。 

 

（これまでの取組等） 

○ 再生医療については、政府の重要施策のひとつとして取り上げられており、安全性・

倫理性を確保し、実用化を加速するため、以下のように、制度面、予算面の両方から

の取組を進めている。 

 

＜制度面＞ 

○ 再生医療等の安全性の確保等に関する法律（以下「再生医療等安全性確保法」とい

う。） 

・ 再生医療等のリスクに応じて適切に安全性確保を図るとともに、細胞培養加工に

ついて、医療機関から外部への委託を可能とする。 

平成 25 年 11 月 27 日公布、平成 26 年 11 月 25 日施行 

（参考）平成 27 年 1 月末時点での認定等件数 

認定再生医療等委員会・・・６件（うち特定認定再生医療等委員会２件） 

細胞培養加工施設    ・・・・ 15 件 

 

○ 薬事法等の一部を改正する法律（法律名を「医薬品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律」に改正） 

・ 再生医療等製品の特性を踏まえた条件・期限付きの早期承認制度を導入すること

等を内容とする。 

平成 25 年 11 月 27 日公布、平成 26 年 11 月 25 日施行 

 

＜予算面＞ 

○ 平成 27 年度予算案 

・ 再生医療の実用化を促進するための研究の支援   27.8 億円（29.8 億円） 

再生医療の実用化に向け、機能不全となった組織や臓器の治療方法を探索するた

めの研究等を支援するとともに、iPS 細胞を利用した創薬等のための研究を支援す

る。 

※ 本経費は平成 27 年度より国立研究開発法人日本医療研究開発機構において、

関係各省の再生医療関連予算を集約化した「再生医療の実現化ハイウェイ構想」
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の下、基礎から実用化までの切れ目ない一貫した支援を目的として交付される。 

（参考）医薬・生活衛生局（仮称）所管の医薬品等規制調和・評価研究事業における

再生医療に関する研究を支援するため２億円を措置。 

 

・ 再生医療の安全性の確保等に向けた取組     1.3 億円（1.4 億円） 

再生医療等について、安全性を十分に確保しつつ、実用化を促進するため、再生

医療等提供計画等の審査や細胞培養加工施設の調査に必要な体制等を整備する。 

※ 医療機関等の負担軽減のため再生医療等提供計画等の作成・データ管理を円

滑に行えるポータルサイトの構築等 

※ 独立行政法人医薬品医療機器総合機構が、細胞培養加工施設の構造設備等が

基準に適合しているかどうかを調査するために必要な体制を整備 

 

○ 平成 26 年度補正予算 

・ 再生医療実用化研究実施拠点整備事業          2.9 億円（－） 

再生医療の実用化を促進するため、再生医療の提供機関間の連携を図り、研究成

果を集約する拠点として、再生医療実用化研究実施拠点を整備する。 

※ iPS 細胞を用いた先端的な臨床研究を実施するために必要な設備等の整備に

対する支援を行う。 

※ 本事業は、文部科学省の再生医療実現拠点ネットワークプログラムと連動す

る形で、平成 25 年度は大阪大学と京都大学、平成 26 年度は慶應大学と先端医

療振興財団に対して支援を行う。 

 

（都道府県等と地方厚生局の連携について） 

○ 再生医療等の適正な実施のためには、以下のとおり医療法等に基づく都道府県等に

よる措置と、再生医療等安全性確保法に基づく地方厚生局による措置との連携が必要

となる場合が想定されるので、相互の連絡体制の構築について、御協力をいただきた

い。 

・ 連携が必要となる場合の例 

※ 医療法第 25 条第 1項に基づく都道府県等の立入検査により、再生医療等安全

性確保法の違反が疑われた場合 

※ 再生医療等安全性確保法第 24 条に基づく地方厚生局の立入検査により、医療

法の違反が疑われた場合 

 

担当者名 田岡再生医療等研究係長（内線２５８７） 
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２．臨床研究・治験の推進について 

 

１）臨床研究に係る制度の在り方について 

 

 現状等  

 

○ ノバルティスファーマ株式会社の高血圧症治療薬ディオバンの市販後大規模臨床研

究をはじめとする不適正事案が昨年来次々と明らかになったことを受けて、ディオバ

ンに関する事案について、事実関係を可能な限り明らかにするとともにその再発防止

策について検討するため、平成25年（2013年）８月、厚生労働大臣の下に「高血圧症

治療薬の臨床研究事案に関する検討委員会」を設置し、平成26年（2014年）４月に報

告書を公表している。当該報告書では、事案発生の背景を指摘しつつ、我が国の臨床

研究の信頼回復のために、臨床研究の質の確保、被験者の保護、製薬企業の資金提供

等に当たっての透明性確保などの観点から、臨床研究に対する法制度の必要性につい

て本年秋を目処に検討を進めるよう提言している。 

 

〇 この提言を踏まえ、厚生労働省は、我が国の臨床研究の信頼を早急に回復するため、

｢臨床研究に係る制度の在り方に関する検討会｣を平成26年(2014年)４月に立ち上げ、

同年11月までの間、関係者からのヒアリングを含め、精力的に検討を重ね、法制度を

含めた臨床研究に係る制度の在り方について検討し、その結果を取りまとめた報告書

を同年12月11日に公表した。当該報告書では、法規制の必要性について、「倫理指針

の遵守を求めるだけではなく、欧米の規制を参考に一定の臨床研究について法規制が

必要」と結論している。 

 

 今後の取組  

 

〇 臨床研究の不適正事案の防止を図るため、「臨床研究に係る制度の在り方に関する

検討会」報告書（H26 年 12 月 11 日公表）の内容を踏まえて、法的措置について検討

中。 

 

 都道府県へのお願い  

 

○ 今後、臨床研究に対する法規制が行われる際には、関係者に対する新制度の周知に

ついて、御協力をお願いしたい。 
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担当者名 飯村課長補佐（内線４１６８） 

２）疫学研究・臨床研究に関する倫理指針の見直しについて 

 

 現状等  

 

○ 疫学研究に関する倫理指針と臨床研究に関する倫理指針を統合した新たな研究倫理

指針｢人を対象とする医学系研究に関する倫理指針｣を制定し、平成２６年１２月２２

日に公布した。モニタリング・監査に関する規定（平成２７年１０月１日から施行）

を除き、平成２７年４月１日から施行することとしている。 

 

 今後の取組  

 

○ 本指針の各規定の解釈や具体的な手続の留意点等について記載した「ガイダンス」

を策定するなど、本指針の周知に努める。 

 

 都道府県へのお願い  

 

○ 本指針の円滑な施行に向けて、関係者への周知に御協力いただきたい。 

 

担当者名 吉岡治験推進室主査（内線４１６３） 
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